2020年4月改訂
海外学会・研究出張申請書（招聘含む）
　　－出張計画概要書 兼 誓約書・出発届－　　（表）
	申請者
提出日
	年　　月　　日
	起案日
	年　　月　　日
	文書番号
	第　　　号

	※出張者は太枠内を記入し、両面印刷してご提出ください。「フリクションボール」等の消せる筆記具は使用しないでください。


	承認欄
	所　属　箇　所
	経　理　処　理　箇　所
	旅費計算箇所確認欄
	RIC研究総合支援室(1号館)

／研究総合支援課(55号館)

（上記箇所で旅費計算する場合のみ）

	
	
	
	
	

	
	年
	月
	日承認
	年
	月
	日承認
	
	年
	月
	日確認

	
	箇所長印
	事務長・課長印
	担当者印
	箇所長印
	事務長・課長印
	担当者印
	
	課長印
	担当者印

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	出張者または

被招聘者
	所　属
	資格・研究組織上の役割
	氏　　　名

	
	
	資格：
	
	印

	
	
	□研究代表者　□研究分担者　□研究協力者
□その他（　　　　　　　　）
	
	

	
	
	
	（自筆の場合押印不要）

	
	
	
	（教職員番号<学籍番号>：　　　　　　　　　　　　）

	
	※居住地（海外からの招聘の場合に居住国を記入)〔　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〕

	本学の学生・日本学術振興会特別研究員の出張につきましては、指導教員等の承認印を押印してください（こちらは承認のため押印は省略不可)
	

	指導教員氏名　または

特別研究員研究指導者氏名
	印　

	研究種目（研究費名）・
拠点名・課題番号
	

	研究代表者（大学名）･
代表者名・拠点ﾘｰﾀﾞｰ名
	

	出張/滞在先
	国名
	
	都市名
	

	
	訪問先：
機関・箇所名等を具体的に記載してください。
	

	期間
	　　　　年　　月　　日（　）～　　　　年　　月　　日（　）　　　泊　　日（うち車・機中　　　泊）

	目的
	□学会出張
	□研究出張
	□学生指導出張
	□その他

	
	（学会名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）※プログラムあるいは招待状を添付してください。

	
	学会参加資格　□役員（役職名　　　　　　　　　　）　　□研究発表　　　□一般参加

	用務/

招聘

概要
	※研究費との関連も含めて出張用務を具体的に記載してください。学生指導出張の場合、引率内訳が明記された計画書を添付してください。
※打合せ等を行う予定の場合は、打合せ相手の氏名・所属等も記載してください。

※出張等報告書は出張終了後1週間以内に提出してください。

	
	

	輸出する貨物および
技術情報の有無
	1.海外に携帯する（送る物を含む）研究機材、試薬、実験生物等の輸出貨物について
□輸出貨物がある　　　□輸出貨物はない 

（※本人が使用するために携帯し持ち帰る、市販のパソコンおよび通常海外旅行に携帯する市販の製品は含みません。）

	
	2.海外で提供する技術（設計・製造・使用の技術、プログラム含む）について
□提供する技術がある
□提供する技術はない
（※海外で提供しない自己使用のための技術は含みません。また公知の技術等「許可を要しない役務の提供特例」<4ページ参照>に当たる場合は
対象外です。特例の適否が曖昧な場合はリサーチイノベーションセンター（知財・研究連携部門）にお問い合わせください。）

	
	3.該非判定と輸出管理チェックシートの承認の完了について（←1、2のいずれかが「ある」の場合のみご回答ください）
□完了している

□未完了（完了後に貨物輸出・提供技術の持ち出しを行う）
(※貨物輸出や技術の持出しはチェックシート完了後に行って下さい。シート入手先<http://www.waseda.jp/stc/LOCAL/cargo/index.html>学内限定)

	
	【事務担当者向け】1、2のいずれかが「ある」に該当する場合は、本紙1～2ページ目をPDFにしてリサーチイノベーションセンター（知財・研究連携部門）<stc@list.waseda.jp>　に提出してください。できれば出発日の7日前までにお願いします。

	出張期間中の授業計画
	休講する授業が　　□ある　　□ない
（※休講する授業がある場合は、所定の「休講・補講届」を学部・研究科事務所にご提出ください。）

	家族同伴
	□ある (続柄:　　　)　　□ない

	緊急連絡先
	氏名（　　　　　　　　　　　　　　）　電話番号（　　　　　　　　　　　　　　　　）

	2020年4月改訂
海外学会・研究出張申請書（招聘含む）

　　－出張計画概要書 兼 誓約書・出発届－　　（裏）
※出張者は太枠内を記入し、両面印刷してご提出ください。「フリクションボール」等の消せる筆記具は使用しないでください。
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(教職員番号＜学籍番号＞：　　　　　　　　　　　　　)

誓約事項

	海外出張中は、以下の事項を遵守することを誓約します。
a．渡航先の国（地域）の治安・状況によっては、本学が渡航の中止・延期または帰国を勧告することがあるが、これらの事態等が生じることを理解し、発生時には本学の指示に速やかに応じること。
b．渡航期間中は滞在国の法令・本学の諸規則を遵守すると共に滞在国の公序良俗にも反することがないよう、本学の一員として、本人の自覚と責任において行動すること。
c．渡航期間中に故意または過失により生じさせた損害については、原則として本人がその責任を負うこと。

	利用交通経路・宿泊地　　※詳細に記入してください（時刻24時間制／記入欄が不足する場合は別添）

	交通費確認事項

□に✔を入れてください。
	本学から通勤費が支給されている定期券区間が利用交通経路に、

□含まれていません。※ 通勤費が支給されていない場合もこちらにチェック

□含まれています。（定期券との重複区間：　　　　　駅⇔　　　　　駅( 経由駅：　　　　　　　　)）

	利　用　交　通　経　路
	月日
	出発時間
	出発地
	月日
	到着時間
	到着地
	利用交通機関および費用
	宿泊地

	
	
	
	<駅名等>

	
	
	<駅名等>

	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	
	
	
	
	
	
	
	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	
	
	
	
	
	
	
	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	
	
	
	
	
	
	
	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	
	
	
	
	
	
	
	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	
	
	
	
	
	
	
	新・特・普　　　　線　　　　　　経由
	

	
	／
	：
	
	／
	：
	
	航空（　　　　　便）
	

	
	
	
	
	
	
	
	バス・その他　＜　　　　　　　　円＞
	

	旅費計算方法　※該当するものについて□に✓を入れてください。ただし、✓が未記入の場合には、算出基準額で計算します。

	＜宿泊料について＞　□宿泊料は不要
	＜日当について＞　□日当は不要

	□算出基準額による申請
	□算出基準額による申請

	□算出基準額範囲内で適用額を個別設定：　　　　　　円/泊
	□算出基準額範囲内で適用額を個別設定：　 　　　　円/日

	□実費額による申請（規定上限額の範囲内、領収書等添付）
	

	旅費計算内訳＜事務担当者記入欄＞

	区　分
	消費税コード

〈A1〉or〈A9〉
	消費税コード

〈A2〉
	
	備　　考

	
	
	
	
	

	運賃・特急料
	
	
	
	
	
	
	
	

	航 空 運 賃
	
	
	
	
	
	
	
	

	空港使用料
	
	
	
	
	
	
	
	

	宿　泊　料
	
	
	
	
	
	
	
	

	日　　　当
	
	
	
	
	
	
	
	＜他機関からの補助について＞（補助内容または補助金額を記載）

	
	
	
	
	
	
	
	
	機　関　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	計
	
	
	
	
	
	
	
	内容・金額：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


 ※他機関から補助を受ける場合には、区分の空欄に「補助金額」と記載し、金額を該当する消費税コードの欄に計上して減じます。
＊＊＊3ページ目に続く＊＊＊危機管理対応に関する必要事項をご記入ください。↓　↓　↓　↓　↓
2020年4月改訂
海外学会・研究出張申請書（招聘含む）

　　－出張計画概要書 兼 誓約書・出発届－　　       （添）
	申請者
提出日
	年　　月　　日
	起案日
	年　　月　　日
	文書番号
	第　　　号

	氏　名　　　　　　　　　　　　　　　（教職員番号<学籍番号>：　　　　　　　　　　　　）

	※出張者は太枠内を記入し、出張願（両面印刷）とともにご提出ください。「フリクションボール」等の消せる筆記具は使用しないでください。


2017年1月より、出張申請を提出する海外渡航については、危険情報・感染症危険情報等の確認や、渡航期間に応じた外務省海外旅行登録「たびレジ」の登録（渡航期間が3ヶ月未満の場合）または在留届の提出（同3ヶ月以上の場合）が義務付けられています（2016年11月2日部長会で報告、2016年11月25日教務担当教務主任会で報告）。
外務省による危険情報もしくは感染症危険情報がレベル3以上の場合には、原則として出張願が承認されません。

1 訪問国・都市の危険情報および感染症危険情報のレベル確認
　　　　※外務省「海外安全ホームページ」より確認: http://www.anzen.mofa.go.jp/
	危険情報
	感染症危険情報

	□危険情報なし
	□感染症危険情報なし

	□レベル1

十分注意して下さい
	□レベル2

不要不急の渡航は止めて下さい
	□レベル1

十分注意して下さい。
	□レベル2

不要不急の渡航は止めて下さい

	□レベル3以上
　※原則として渡航は認めない。
	□レベル3

　※原則として渡航は認めない。


2 危険情報・感染症危険情報がレベル2以上の都市に渡航する場合、その理由:

※注意事項:

(a) 渡航期間が3か月未満の場合、「たびレジ」の登録（たびレジ登録、簡易登録のいずれか）をお願い

致します。（たびレジ登録・簡易登録: https://www.ezairyu.mofa.go.jp/tabireg/ ）

(b) 3か月以上の渡航の場合、居住開始後に現地の在外公館に「在留届」を提出して下さい。
本学における海外渡航上の安全管理については「学生および教職員の海外への校務・研究出張に関する
渡航制限および安否確認の実施基準」を参照してください。

海外渡航上の安全管理に関する問い合わせ先
国際部国際課
　TEL：03-6380-2874
E-MAIL：intl-ac@list.waseda.jp
2020年4月改訂
出張願(海外)・別紙
＜別紙は事務所には提出不要です＞
「出張願（海外）－出張計画概要書 兼 誓約書・出発届－」表面（１ページ）の「輸出する貨物および技術情報の有無」設問「2.海外で提供する技術（設計・製造・使用の技術、プログラム含む）について」の「許可を要しない役務の提供特例」の詳細は以下のとおりです。
貿易外省令第９条　「許可を要しない役務の提供特例」
	　下記の「技術の提供」の場合、該当技術であっても「規制対象除外」（公知の技術等）として経済産業大臣の役務取引許可申請の対象から除外されています。ただし、「公知の技術」等に係る貨物（機器等）を輸出する場合は「該非判定と輸出管理チェックシートの作成・承認」が必要です。「公知の貨物」という特例はありません。
1 日本国政府が外国政府に対して行う賠償または無償の経済協力、もしくは技術協力に関する協定に基づいて居住者または非居住者が行う技術提供。
2 公知の技術を提供する取引、または技術を公知とするために当該技術を提供する場合で次のいずれかに該当するもの。
1． 新聞、書籍、雑誌、カタログ、電気通信ネットワーク上のファイル等により、既に不特定多数の者に対して公開されている技術を提供する場合。
2． 学会誌、公開特許情報、公開シンポジウムの議事録等不特定多数の者が入手または聴講可能な技術を
提供する場合。
3． 工場の見学コース、講演会、展示会等において不特定多数の者が入手可能な技術を提供する場合。
4． ソースコードが公開されているプログラムを提供する場合。
5． 学会発表用の原稿または展示会等での配布資料の送付、雑誌への投稿等、当該技術を不特定多数の者が入手可能または閲覧可能とすることを目的とする場合。
※技術を不特定多数に提供する場合が対象となります。学会発表であっても参加者が特定されている
場合や非公表の研究会等の場合は、不特定多数への技術提供に当たらないため適用できません。
3 基礎科学分野の研究活動において技術を提供する場合。
※「基礎科学分野の研究活動」とは、自然科学の分野における現象に関する原理の究明を主目的とした
研究活動であって、理論的または実験的方法により行うものであり、特定の製品の設計または製造を目的としないものをいう。（例えば、産学連携による共同研究等では研究の多くが特定の製品への応用を目的としているため、この例外を適用できる例は少ないと考えられます。）
4 工業所有権（知的財産権）の出願または登録を行うために、当該出願または登録に必要最小限の技術を
提供する場合。
5 貨物の輸出に付随して提供される使用に係る技術であって、当該貨物の据付、操作、保守または修理のための必要最小限のものを提供する場合。
6 プログラムの提供に付随して提供される使用に係る技術であって、当該プログラムのインストール、操作、保守または修理のための必要最小限のものを提供する場合。　


以　上
安全保障輸出管理に関する問い合わせ先
リサーチイノベーションセンター（知財・研究連携部門）
TEL

：03-5286-9867(内71-8265)






　　E-MAIL
：stc@list.waseda.jp
ホームページ
：http://www.waseda.jp/stc/
2020年4月改訂
＜ご参考＞招聘旅費計算書（国内・海外）
※旅費計算担当者使用※

【招聘旅費パターン】
被招聘者の居住国は？ 　  国内 　 201～504の用務か？　   YES   交通費等の上乗せは？　　    有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       NO：所得税は課税されません  　　　無　       


　　　　　　　　　  　　　海外　  租税条約適用国か？     適用国　  租税条約の届け出は？ 　    有

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     　　　  　　　　     無

　　　　　　　　　　　　　　　　　　               　　 　非適用国  　交通費の上乗せは？　  　有












  無　 
【招聘旅費パターン別入力表】
	パターン
	租税条約

適用 or 非適用
	租税条約届け出

有 or 無
	上乗せ

有 or 無

	①
	―
	―
	有

	②
	―
	―
	無

	③
	適用
	有
	―

	④
	適用
	無
	―

	⑤
	非適用
	―
	交通費：有

滞在費：無

	⑥
	非適用
	―
	交通費：無
滞在費：無


〈注意事項〉

〔共通〕

＊交通費等、各算出額を本人払（A欄）と業者払（B欄）

に分けて所定の欄（黄色部分）に入力してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊招聘旅費パターン別入力表に基づき、緑の網掛部分を

選択入力してください。

＊滞在費（宿泊料・日当）を入力する際、課税分を上乗

せする場合には、所得税込額が規程額を上回ることが

ないように入力してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔科研費等、消費税コード〈A9〉の場合〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊科研費等、消費税コード<A9>にて処理する研究費に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいては、交通費等すべての算出額を消費税コード

〈A9〉欄に入力してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔消費税コード〈A1〉および〈A2〉が併存する場合〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊所得税込額全体に税率を掛けた額と税コード〈A1〉分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と〈A2〉分とで各々算出した所得税額の和が異なる場
合には、全体に税率を掛けた額と同一になるように

税コード〈A1〉分の税額あるいは、〈A2〉分の税額を

手補正してください。

＊上記の招聘旅費パターン別入力表に基づき、緑色の網掛部分を入力してください。















パターン





①





②





③





④





⑤





⑥





【招聘旅費計算内訳】


�
A.本人払


B.業者払�
算出額�
�
�
�
消費税コード


〈A1〉or〈A9〉�
消費税コード


〈A2〉�
�
交通費  �
運賃・特急・急行料金�
A�
�
�
�
�
�
B�
�
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�
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�
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�
�
�
A�
�
�
�
�
�
B�
�
�
�
滞在費�
宿泊料�
A�
�
�
�
�
�
B�
�
�
�
�
日当�
A�
�
�
�
�
計�
�
�
�
�









～A.本人払～


□消費税コード〈A1〉or〈A9〉かつ所得税課税


本人払算出額


(上記A.本人払の


交通費・滞在費


それぞれの合計)�
所得税がかかる場合の計算�
�
�
租税条約


適用


非適用�
届出


有無�
上乗せ


有無�
所得税込額


(支払請求額)�
所得税額


(控除額)�
本人手取額


(差引額)�
�
交通費�
�
�
�
�
�
�
�
�
宿泊料�
�
�
�
�
�
�
�
�
日当�
�
�
�
�
�
�
�
�
計�
�
�
�
�
�
�
�



□消費税コード〈A2〉かつ所得税課税


本人払算出額


(上記A.本人払の


交通費・滞在費


それぞれの合計)�
所得税がかかる場合の計算�
�
�
租税条約


適用


非適用�
届出


有無�
上乗せ有無�
所得税込額


(支払請求額)�
所得税額


(控除額)�
本人手取額


(差引額)�
�
交通費�
�
�
�
�
�
�
�
�
宿泊料�
�
�
�
�
�
�
�
�
日当�
�
�
�
�
�
�
�
�
計�
�
�
�
�
�
�
�






～B.業者払～


□消費税コード〈A1〉or〈A9〉


本人払算出額


（上記B.業者払の


交通費・滞在費


それぞれの合計）�
�
交通費�
�
�
宿泊料�
�
�
�
�
�
計�
�
�



□消費税コード〈A2〉


本人払算出額


（上記B.業者払の


交通費・滞在費


それぞれの合計）�
�
交通費�
�
�
宿泊料�
�
�
�
�
�
計�
�
�















